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資料７－２

これからの自殺予防対策について

平成２１年10月13日（火）
秋田県・市町村協働政策会議総会

秋 田 県
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平成10年に自殺者数が400人を超え、平成15年は519人と過去最悪となったが、
平成20年には410人と100人超減少している。しかし自殺率全国１位は14年継続（平成7年～）。
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秋田県の自殺者数の推移
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○県の施策として取り組むことに・・・

・健康秋田２１計画策定（平成12年度）
自殺予防を重要な健康施策として推進することを明記、数値目標として
自殺者数を平成11年486人→平成22年330人に

・「命の尊さを考えるシンポジウム」開催（平成12年度）
自殺を社会の問題として捉えることをアピール（約1,000人参加）、翌平
成13年度から本格的に施策を展開する契機に

・秋田県健康づくり推進条例施行（平成16年度）
県民の心の健康・自殺予防のため、県は市町村等と連携して必要な体
制の整備等を行うことを成文化

自殺予防対策への取組の経緯
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秋田県の自殺予防対策の全体像
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自殺予防キャンペーン
各種情報媒体を活用した広報
各地での講演会・シンポジウム

県内の各種相談機関ネットワーク｢ふきのとう
ホットライン｣による連携・自殺の防止
地域の関係機関（民生委員など）との連携
あきたいのちのケアセンターの開設（H19.8)

一般医へのうつ研修、「自殺予防協力医」制度
うつ講座・うつ病教室の開催

市町村による自殺予防対策事業への助成
各振興局管内の「自殺予防ネットワーク」
民間団体の自殺予防活動への助成

市町村での地域診断調査（住民アンケート）

・官・民・学の連携・協力により総合的な対策を推進
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県内の自殺者数の動向（県警本部調べ）
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・今年８月末時点の累計は293人で
前年比13人（4.6％）増。
・４・７月に自殺者数が前年同月比

で大幅増

・県警公表（６月末時点）では、30代
増加、「経済・生活問題」増加。

全国的にも自殺者は増加傾向にあり、

計画目標（330人）への減少のために

自殺予防対策の一層の強化が必要！
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秋田県の強化モデル事業（案）について

県「心の健康キャンペーン」

・メンタルヘルスに関する新たな

普及啓発活動の展開

・早期相談、適切な支援の必要性

○全県的な情報提供を強力に推進

県 民
・心の健康のセルフチェック

・周囲の家族等の「気づき」

○保健分野

・ 「うつ」やストレス要因の早期発見

○医療分野

・「うつ病予防協力医・登録医」制度

○「ふきのとうホットライン」

・福祉、法律、生活分野など支援情報

の共有化・連携強化

職域・労働分野との連携

・企業、事業所

・労働局、産保センター

・商工会議所、商工会

各種地域活動との連携

・民間団体、ボランティア

・社会福祉協議会、民生

委員、福祉関係者

「心の健康づくり」＋社会的要因への支援体制の充実強化



8

緊急的な自殺予防対策の取組について

「自殺対策緊急合同研修会（仮称）」の開催

・ 各市町村担当者・専門相談機関等を対象に、公的

支援情報の紹介や相談事例の検討などを行う。

→経済・雇用情勢が厳しさを増すなか、福祉・雇用・
多重債務問題など各種支援窓口の効果的な連携を
図る。

→あわせて県・市町村・関係機関の連携による相談
支援機能の充実・強化を図る。
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秋田県の新たな体制について

「秋田県自殺予防対策推進会議」の設置

・庁内で目的を共通認識し、各部局の取組を強化す
るとともに、部局間の情報共有など、連携をより密
にして自殺予防対策を推進する。

○議 長：知 事

○副議長：副知事

○構成員：県警本部長、教育長、各部局長
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今後の自殺対策の推進に向けて

○あらためて「自殺を防ぐ」目的意識の

共有・徹底

○「心の健康づくり」に加え、経済問題等の

社会的要因への支援体制の充実

○基金を活用し、地域の民間団体への

支援・連携の強化
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